
第１回野生イノシシ豚熱対策検討会議事録 

 

日時：2021年 10月 26日（火）10:00～12:15 

場所：Web会議（農林水産省共用第５会議室） 

出席者：別紙 

 

（１）野生イノシシ豚熱の発生状況及び経口ワクチンの散布実績 

【事務局より資料１に基づき説明】 

迫田委員（北海道大）：野生イノシシのサーベイランス検査目標数の達成状況に関す

る資料で、赤色と緑色の地域が一層の努力が必要ということだが、この資料

は県に共有しているか。 

日比専門官（農水省）：この資料自体は今後共有予定であるが、各県の検査頭数につ

いては、随時公表しているところ。  

迫田委員（北海道大）：非常にわかりやすい資料なので、共有した方がよい。豚熱の

発生状況等により、各県の危機感に差が出ている。豚熱の発生から３年が経

過する中、未だに危機感がないところには、しっかり検査するよう促す必要

がある。  

日比専門官（農水省）：現在、各県にヒアリングを行いながら検査の促進について働

きかけを行っているところ、引き続き取り組んで参りたい。  

 

（２）野生イノシシの豚熱検査結果の分析概要 

【早山委員（農研機構）より資料２に基づき説明】 

鈴木委員（岐阜大）：幼獣、亜成獣、成獣の分類の基準を教えてほしい。 

早山委員（農研機構）：分類については、各県が入力しているデータを用いている。

分類は県の職員や狩猟者が行っていると承知。動物衛生課から分類に関する

基準等示しているか。 

日比専門官（農水省）：こちらからは基準を示していないが、各県で体重等から分類

していると承知している。  

小川委員代理（岐阜県）：岐阜県では、亜成獣という区分はなく体長が 90 ㎝以下を

幼獣、90㎝超を成獣としている。 

小出委員（愛知県）：愛知県では、亜成獣の区分はなく、狩猟者がウリ模様で幼獣と

成獣を判断している。県で分析する際には、体重が 40 ㎏以下（※後日 35 ㎏

未満に訂正）を幼獣と整理している。 

鈴木委員（岐阜大）：基準が県によって違うので、なるべく統一的な基準を周知した

方がよいと考える。 

呉委員（JASV）：養豚場に一番近い獣医師として確認したい。養豚農家からは、経口

ワクチンの効果を疑う声があるが、岐阜県など免疫獲得率が下がり感受性個

体が増えている原因はなにか。また、免疫獲得率を 60～70％で維持するには

どうすればよいのか議論をし、対策に活かしていく必要がある。参考資料３

－１や３－２に載っているグラフが大変わかりやすく、養豚農場にタイムリ

ーに提供することができないか。 
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津田座長（KMB）： これについては、後ほど議論の時間を設けるので、そちらで議論

したい。 

呉委員（JASV）：承知した。 

津田座長（KMB）：データを見ると発生初期に感染のあった岐阜県や愛知県について

は、陽性個体が減ってきている。一方で周辺では陽性個体が増えてきている

が、養豚農場での発生リスクはどのように考えればよいか。また、群馬県は

少し陽性個体が減っているものの農場での発生があったが、それについては

農場周辺のリスクと地域としてのリスクは異なると整理するべきか。 

早山委員（農研機構）：農場のリスクとしては、陽性個体が確認されている地域はリ

スクが高いと考えてよい。一方で、岐阜県や愛知県のように陽性個体が減っ

てきている地域もあるが、検査で感染個体を必ずしも摘発できているわけで

はないので、ウイルスが潜んでいる可能性があり油断はできない。養豚農場

での対策は引き続き行っていくことが重要。 

津田座長（KMB）：野生イノシシについては、基本的にはサーベイランスをきちんと

行っていくという事が重要ということでよいか。 

早山委員（農研機構）：然り。 

 

（３）今後の野生イノシシ豚熱対策の対応方向 

【事務局より資料３に基づき説明】 

小寺委員（宇都宮大）：今後の方針として、サーベイランスと捕獲強化、経口ワクチ

ンの３つが挙げられていたが、そこに一般の人に対する広報を入れていただ

きたい。山菜やきのこ採り、観光客などが山に入り、人の移動に伴うウイル

スの移動が懸念される。ヨーロッパなどでは、コンビニやサービスエリアに

張り紙するなど広報に力をいれていた事例がある。もう 1 点、経口ワクチン

の摂食状況や散布方法について情報共有する必要がある。経口ワクチンの散

布方法については、経口ワクチンを埋設し石を設置することで野生イノシシ

の警戒心が高まり、欧米にはいないタヌキが経口ワクチンを食べてしまうケ

ースが確認されているので、日本国内向けに最適な散布方法を検討する必要

がある状況と考えている。 

俵積田調査官（農水省）：広報については、10月に当課から環境省に通知を発出し、

狩猟者や登山者への周知をお願いしているところで、環境省から各県の環境

局や国立公園の担当部局に対して周知していただいている。 

則久委員（環境省）：10 月に農林水産省の要請を受け、環境省から全国の地方環境

事務所及び各都道府県の自然公園の担当部局長、鳥獣環境部局長に対し、豚

熱の感染拡大防止について野生動物対策の強化の依頼を行っており、野生イ

ノシシの死体発見時の自治体への通報や登山靴の泥汚れをおとすこと、ごみ

を放置しないこと、養豚関連施設に立ち入らないことについて周知をお願い

しているところ。 

俵積田調査官（農水省）：今後とも、環境省と連携しながら周知に努めてまいりたい。 

小寺委員（宇都宮大）：環境省と連携した周知について、承知した。今後、旅行や観

光の関係者にも周知を図るなど、一歩踏み込んだ対応をしていただきたい。 
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熊谷参事官（農水省）：ご指摘のとおり、市や町の広報、あらゆるチャンネルを使っ

て情報発信していく必要があるので、県と連携しながら、国レベルで協力要

請できるところに働きかけを行って参りたい。 

呉委員（JASV）：１点確認として、養豚獣医師や生産者から養豚場の周囲の野生イノ

シシを全滅させてほしいとの意見がある。ジビエのこともあると思うが、捕

獲強化というのは生息数を減らすことが目的と考えてよいのか。質問として、

集中的な経口ワクチンの散布が有効であるという話だが、東日本ではベルト

状に散布することが難しかったが、西日本については、ベルト状に散布する

ことが効果的なのか。また、岐阜県や愛知県で設置した移動防止柵の効果に

ついて、アフリカ豚熱の防疫対策を念頭に評価していただきたい。 

日比専門官（農水省）：野生イノシシを全滅させるというお話については、野生イノ

シシの繁殖力等を踏まえると難しい。現実的には、個体数を減らすことで農

場への侵入リスクの低減を図るための対策を継続していく必要がある。 

藤河委員（農水省）：全滅は難しいと考える。現在、野生イノシシの農作物への被害

を軽減する取り組みをしており、令和２年度から令和３年度について、捕獲

強化キャンペーンを行っている。その中で養豚農場の周囲を重点捕獲エリア

に設定することで捕獲を推進している。資料５で詳しく説明する。 

日比専門官（農水省）：経口ワクチンに関しては、人の立ち入れない山奥等への散布

までは実施できていない。一方で野生イノシシの獣道や生息地域には重点的

に散布していただいているところ。経口ワクチンは野生イノシシが摂取すれ

ば、効果があることは実証されているが、すべてのイノシシに食べさせるこ

とができないことが問題。今後は、より多くのイノシシに摂取させる方法を

検討してまいりたい。 

永田補佐（農水省）：移動防止柵については、岐阜県や愛知県で設置され、道路沿い

や高速道路のアンダーパス、渥美半島では山中に設置されたと承知している

が、愛知県及び岐阜県としては、効果を感じているか。 

小出委員（愛知県）：愛知県では、岐阜県からの感染イノシシの侵入を防ぐために、

川や道路沿いに柵を設置した。最終的には突破されたが侵入を遅らせる効果

はあった。現在、岐阜県内で発生が見られる中、愛知県内では１年間野生イ

ノシシでの発生がないが、岐阜県からの侵入を防ぐ効果があると考える。渥

美半島の５か所に移動防止柵を設置したが、静岡からの再侵入について、一

定の効果があったのではないかと考えている。 

小川委員代理（岐阜県）：岐阜県では柵を設置した後、しばらくは感染イノシシの域

外への拡散を防げたと認識している。シャットアウトすることはできなかっ

たが、拡散スピードの減速にはつながったと考えている。 

呉委員（JASV）：よくわかった。ワクチンベルトについても、拡散防止につながった

かどうか評価をしてほしい。 

國保委員（農研機構）：サーベイランス検査頭数が少ないとのことであるが、捕獲自

体が少ないのか、捕獲されたイノシシから採材する体制ができていないのか。

経口ワクチンについて、養豚農場周囲のリスク低減を目的に散布するという

話があったが、農場への誘引にならないような散布方法を示しているのか。



4 
 

また、農場の交差汚染については対策をしているのか。  

俵積田調査官（農水省）：捕獲とサーベイランスの数については、全国で年間 64万

頭が捕獲されている一方で、各都道府県のサーベイランスについては、県に

よっては 299 検体にまったく届いていないといった水準。捕獲数に比べて検

査が足りていない状況である。捕獲個体を検査に回すには、県と猟友会との

連携が必要となってくるが、それについては、このあと島根県から優良事例

を紹介していただく。農場周囲への散布については、すでに農場周辺に出没

している個体への免疫を想定しており、遠方から経口ワクチンに誘引される

ことは考えにくい。農場へ人が持ち込むという懸念については、環境省と交

差汚染防止のマニュアルを作っており、作業者が農場へウイルスを持ち込む

ことがないように手順を定めている。 

熊谷参事官（農水省）：サーベイランスの重要性については、皆様に認識していただ

いているところである。バイオセキュリティを高めるための農家へのアラー

トとして、検査結果をタイムリーに出していきたいと考えており、この後紹

介するレギュラトリーサイエンス事業の研究結果（※当該研究結果について

は、令和 3 年 11 月 1 日に農研機構及びタカラバイオ株式会社より プレスリ

リース が行われた。）など、検査の負担を減らす取組も合わせて、各県の検

査体制の構築を後押しして参りたい。 

 

（４）農林水産省及び関係機関の野生イノシシ豚熱対策に係る取組 

 【事務局より資料４－１に基づき説明】 

平田委員（農研機構）：（補足として）野生イノシシの捕獲を強化する際には、誘引

が非常に大事になってくる。経口ワクチンについては、どれくらいの野生イ

ノシシが摂取しているのか、他の動物が摂取しているのではないかなど、み

なさん効果に疑問を持たれているところであるが、限られた経口ワクチンや

捕獲のための人員、資材を効果的に使用するために、散布方法と誘引方法に

ついて実証研究を行っていきたい。従来ドイツで行われていた地下に埋める

方法は、実証してみると地上に置いて土を被せる、そのまま地上に設置する

のみの方が採食率は高かった。誘引についても、小寺委員からありましたが、

一度警戒されると誘引がリセットされてしまうため、効果的な餌の設置方法

や誘引効果を高める資材について、今後も研究を行って参りたい。 

 

【國保委員（農研機構）より資料４－２に基づき説明】 

【島根県より資料４－３の説明動画を提供】 

迫田委員（北海道大）：非常に前向きな取組。サーベイランスの外部委託については

どのような施設を想定しているのか 

日比専門官（農水省）：現在、外部委託を行っている施設は生物安全科学研究所と国

立環境研究所の２施設。今後大学や民間施設への委託を想定しており、検査

のキット化についても併せて行って参りたい。 

迫田委員（北海道大）：経口ワクチンについて、輸入ワクチンに頼る現状を根本的に

解決できる取組はないか 

https://www.naro.go.jp/publicity_report/press/laboratory/niah/144474.html
https://www.naro.go.jp/publicity_report/press/laboratory/niah/144474.html
https://www.naro.go.jp/publicity_report/press/laboratory/niah/144474.html
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俵積田調査官（農水省）：経口ワクチンについては、供給が不安定な状況であり、国

産ワクチンの開発を進めているところ。 

迫田委員（北海道大）：前倒しで取り組んでいただきたい。 

國保委員（農研機構）：採材は血液か血清か。血液であれば、血清分離するまでに 1

週間かかっているということか。ジビエ利用に供するのであれば、もっと迅

速なスキームが必要であると考えるが、現状は困難という事かな。 

永田補佐（農水省）：基本的に血液をとって血清分離したものを検査に用いるが、捕

獲から検査までには時間がかかっている県が多い。ジビエでの出荷確認検査

の場合は検査までの時間は短くなるものと思料。 

 

 【藤河委員（農水省）より資料５に基づき説明】 

國保委員（農研機構）：サーベイランス検査の外部委託について、ジビエ利用に際し

て、豚熱陰性確認、食べてよいかどうかを判断されるのは誰か。また、検査

精度や施設の水準をどのように確保するのか。 

俵積田調査官（農水省）：陰性確認については、サーベイランスの枠組みを活用する

ので家保で行う。今後、外部委託できるようにしていくので、ジビエ利用に

際しても外部委託するケースが想定される。検査精度を確保するための外部

委託の基準については、今後検討し、お示しすることになる。 

國保委員（農研機構）：検査のクオリティを確保するのは重要。 

小寺委員（宇都宮大）：情報提供として、現在、栃木県ではジビエ施設が 1か所稼働

しているが、検査で陽性だった際は自分で埋設しなくてはならないため、10

㎞圏内で狩猟者が捕獲をやめてしまい、何か対策を講じないとこのままでは

施設を閉鎖することになる。 

小川委員代理（岐阜県）：ジビエ利用の手引きでは、県等が実施するサーベイランス

の対象となって陰性と確認されたものをジビエ利用できるということである

が、来年度予算の鳥獣交付金の資料ではサーベイランスの対象外個体の検査

費用の支援について記載されている。そもそもサーベイランス対象外の個体

を利用してよいという説明をいただいていないと認識しているが見解はどう

か。 

藤河委員（農水省）：来年度予算については、現在要求中の段階なので、予算が通っ

た段階で整理してお示しする。 

 

【則久委員（環境省）より資料６に基づき説明】 

鈴木委員（岐阜大）：環境省の環境研究総合推進費のなかで豚熱を念頭に置いた調査

について取り組まれていると承知している。レギュラトリーサイエンス事業

と両輪で対策に活かしてほしい。 

津田座長（KMB）：本日の議題は終了。国としては飼養豚での発生がなくなり、将来

的には野生イノシシでの清浄化を果たすことを目標に対策を行っており、飼

養豚でのバイオセキュリティ強化と合わせて、リスク低減のため本日ご議論

いただいた野生イノシシでの豚熱対策が重要となってくるところ。全体を通

して確認したいことがあればどうぞ。 
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佐藤専門参考人（愛知県猟友会）：私の地域では、毎年イノシシと鹿が 1000頭ずつ

捕獲できていたが、豚熱が発生し、16頭の陽性個体が確認されて以降、ほと

んど捕獲できなくなった。発生が確認された地域はいかにはやく経口ワクチ

ンを散布するが重要。 

日比専門官（農水省）：ご指摘の経口ワクチン対策について、現在散布の準備を進め

ている地域についても、早期に散布ができるよう、引き続き準備を行って参

りたい。 

小川委員代理（岐阜県）：経口ワクチンの散布の効果について呉委員からお話があっ

たが、当県でも年間 17万個以上の経口ワクチンを散布しているが、ピーク時

には 70％以上あった抗体保有率が、現在は 30～40％に低下してきている。幼

獣には移行抗体があるため、移行抗体が消失する時期になると抗体保有率が

下がってしまう。幼獣にいかに経口ワクチンを摂取させるかが重要であると

考えている。したがって、経口ワクチンの散布時期や形態、そして回収しな

ければならないいわゆる廃棄物に近いようなものではないものを是非開発し

ていただきたい。また、中小動物に食べられてしまうということで、1 回に

散布する 4 万 4 千個のうちほとんどがイノシシに食べられていないというこ

とも、経口ワクチンの散布効果を限定的なものにしている要因の一つではな

いかと考えている。これらについては、平田委員が研究していただけるとい

うことで、是非このような観点でもお願いできたらと考える。可能であれば

岐阜県でもお手伝いさせてもらいたい。もう１つ、ジビエ利用の手引きにつ

いて、豚熱とアフリカ豚熱両方の検査をする場合、すべての検査が終わって

からでないと判断できないとある。当県の場合、豚熱の検査にかけた後、そ

の中から一部の検体を抽出してアフリカ豚熱の検査を行うため結果の判明ま

で時間がかかることから、ジビエ利用は実質的に困難であると考えており、

お話のあった豚熱とアフリカ豚熱の同時検査について、是非早めに開発、実

証、導入いただければと思う。また、シークエンス検査でワクチン株と判断

されたものについては、ジビエ利用が可能というご見解が示されている一方

で、流通・利用の範囲については県内に限るというような回答いただいてい

るところだが、理由がよくわからないので説明していただきたい。 

日比専門官（農水省）：手引きに関する事務的な質問は後で個別にお答えする。抗体

保有率の減少については、新生個体の増加の影響があると考えられる。幼獣

は経口ワクチンを食べることができないということもあるので、亜成獣につ

いて、いかに経口ワクチンを摂取させるかということを検討していきたい。 

呉委員（JASV）：詳細な説明でよくわかった。早山委員の資料については、地域によ

って今後感染が継続、拡大するおそれがあることを踏まえると現在提供され

ている情報だけでは養豚獣医師からすると物足りない。マップシステムの導

入の話があり、非常によいと思うが、こういった感染の恐れのある地域に対

して、いち早く集中してアラートを出せないか。また、迫田委員からもあっ

たが、経口ワクチンの国産化についても踏み込んだ対応をしてほしい。 

永田補佐（農水省）：情報の周知については、マップシステムに関わらず、感染イノ

シシの情報を当省の HPを通じて県に提供しているところ。今後、養豚農場へ
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の周知にしっかり取り組むように県にあらためて働きかけたい。定期的に農

林水産省 HPでも情報を更新しているのでご活用いただきたい。 

呉委員（JASV）：参考資料の３－１のグラフについては毎月出すことはできないか。 

永田補佐（農水省）：分析が入るので、農研機構と相談したい。 

津田座長（KMB）：それでは、本日の議論は終了する。 

（以上） 
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